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(注) 計算部分について，記号は正答すべき目標を示している。

Ａ：確実に取る Ｂ：Ａ，Ｃ以外 Ｃ：取れなくてもよい

【第３問】

問題１

問１
（単位：百万円）

① Ａ なし ② Ａ 150 ③ Ａ 180

④ Ａ 197 ⑤ Ａ 290 ⑥ Ａ 113

⑦ Ａ 215 ⑧ Ａ 763

問２

(1) 減損損失の測定は，将来キャッシュ・フローの見積りに大きく依存するが，将来キャッ

シュ・フローが約定されている金融資産とは異なり，成果の不確定な事業用資産の減損は，

測定が主観的にならざるを得ないことから，減損の存在が相当程度に確実な場合に限って減

損損失を認識すべきといえる。そのため，割引前将来キャッシュ・フローの金額を用いる。

(2) 企業は，固定資産に対する投資について，売却と使用のうちより多くのキャッシュ・フ

ローの回収が見込まれる方法によって回収する。そのため，減損損失を測定する際には，売

却による回収額である正味売却価額と使用による回収額である使用価値のいずれか高い方の

金額である回収可能価額が用いられる。
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問題２

問１

ソフトウェアの制作費については，その制作目的により，将来の収益との対応関係が異な

るため，我が国の会計基準では制作目的別に会計処理を定める方法が採用されている。

問２
（単位：千円）

① Ａ 15,400 ② Ａ 9,450

③ Ａ 12,600 ④ Ａ 5,200

⑤ Ａ 4,000 ⑥ Ａ 6,000

問３

(1) Ａ 900 千円

(2) 本問のソフトウェアは，Ⅹ１年度は20千円，Ⅹ２年度は15千円であった販売価格が，Ⅹ

３年度に８千円となり，販売期間の経過に伴い著しく下落するが，これが反映されない見込

販売数量に基づく減価償却の方法を用いたことが，Ⅹ３年度に回収不能となった原因である。
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【第４問】

問題１

問１

(1)

（科目） Ａ 前払年金費用 （金額） Ａ 100 百万円

(2)

年金資産は退職給付の支払のためのみに使用されることが制度的に担保されてい

ること等から，これを収益獲得のために保有する一般の資産と同様に企業の貸借対

照表に計上することには問題があり，かえって，財務諸表利用者に誤解を与えるお

それがあると考えられる。そのため，Ａ社の年金資産 1,080百万円は，退職給付引

当金の計上額の計算にあたって差し引くことから，そのまま計上されることはない。

問２

退職給付見込額の期間帰属方法は費用配分の方法として捉えられており，直接観

察できない労働サービスの費消態様に合理的な仮定を置かざるを得ないことを踏ま

えれば，労働サービスに係る費用配分の方法は一義的に決まらず，勤務期間を基礎

とする費用配分の方法である期間定額基準についても，これを否定する根拠は乏し

いと考えられる。そのため，期間定額基準を選択することが認められている。

問３

前期末に用いた割引率により算定した場合の退職給付債務と比較して，期末の割

引率により計算した退職給付債務が10％以上変動すると推定される場合には，「重

要な影響」があると判断される。
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問題２

問１

(1) Ａ 450,000 円

（計算過程）

2,400,000÷旧耐用年数８年×経過年数２年＝Ｘ３年度期首減価償却累計額600,000

変更後の新耐用年数６年－経過年数２年＝変更後の残存耐用年数４年

要償却額(2,400,000－600,000)÷４年＝450,000

(2) ①の方法は，実質的に過去の期間への遡及適用と同様の効果をもたらす処理で

あり，新たな事実の発生に伴う会計上の見積りの変更に関する会計処理として適切

ではないと考えられるため，現在の日本の会計基準で採用されていない。

問２

減価償却方法は，所与の複数の会計処理の中から選択する会計方針に該当するが，

その変更は，固定資産の経済的便益の消費パターンに関する見積りの変更を伴うこ

とから，会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合に該

当する。そのため，会計上の見積りの変更と同様に取扱い，遡及適用は行わない。
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問題３

問１

(1) 一般債権について，企業が新規業態に進出した場合など，過去の貸倒実績率を

用いることができない場合には，同業他社の引当率や経営上用いている合理的な貸

倒見積高を採用する方法で貸倒見積高を算定することが考えられる。

(2) キャッシュ・フロー見積法とは，債権の元本及び利息について元本の回収及び

利息の受取りが見込まれるときから当期末までの期間にわたり当初の約定利子率で

割り引いた金額の総額と債権の帳簿価額との差額を貸倒見積高とする方法である。

この方法は，将来キャッシュ・フローを合理的に見積ることができ，担保処分では

なく債務者の収益を回収原資とする方針である場合に採用することができる。

(3) キャッシュ・フロー見積法の会計処理と固定資産の減損会計は，資産の収益性

の低下に伴い投資額の回収が見込めなくなった場合に，将来に損失を繰り延べない

ために帳簿価額を切り下げる会計処理であるという点で共通する。

問２

他企業の支配を目的として保有する子会社株式については，事業投資と同じく時

価の変動を財務活動の成果とは捉えないという考え方に基づき，取得原価による評

価を行う。また，他企業への影響力の行使を目的として保有する関連会社株式につ

いても，子会社株式の場合と同じく事実上の事業投資と同様の会計処理を行うこと

が適当であると考えられるため，取得原価による評価を行う。
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問題４

問１

(1) ①の考え方は，自己株式の取得と処分を一連の取引とみた場合に自己株式処分

差損は株主資本からの分配の性格を有しており，当該分配が株主に対する会社財産

の分配という点で利益配当と同様の性格を有すると考えられることを根拠とする。

(2) 自己株式の処分が新株の発行と同様の経済的実態を有する点を考慮すると，自

己株式処分差損は，払込資本の払戻しと同様の性格を有するものとして資本剰余金

の額の減少として処理すべきと考えられるため，②の考え方が採用されている。

問２

(1) 当社が無償取得した自己株式は，自己株式の数のみの増加として処理する。

(2) 自己株式の取得は，資本取引であり，株主に対する会社財産の払戻しとみて資

本の控除とする考えが採用されていることから，自己株式を換金可能な資産と捉え

時価で測定する方法は適切ではないため，(1) の処理方法が採用されている。
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【第５問】

問題１
（単位：百万円）

ア Ａ 109 イ Ａ 6,284

ウ Ｂ △3,710 エ Ｂ 22

オ Ａ 200 カ Ａ 18

キ Ａ 0 ク Ｃ 108

ケ Ａ 15 コ Ｃ 142

サ Ｃ 17 シ Ａ 250

ス Ｂ 7,550 セ Ｂ 945

ソ Ａ 1,356 タ Ｂ 4,936

チ Ｃ 5,404 ツ Ａ △648

テ Ｃ 2,235

問題２

問１

「 非 支 配 株 主 持 分 」 は ， 返 済 義 務 の あ る 負 債 で は な い

た め ， 連 結 貸 借 対 照 表 の 純 資 産 の 部 に 表 示 す る 。 ま た ，

「 非 支 配 株 主 持 分 」 は ， 子 会 社 の 資 本 の う ち 親 会 社 に 帰

属 し て い な い 部 分 で あ り ， 報 告 主 体 の 所 有 者 で あ る 親 会

社 株 主 に 帰 属 す る 部 分 で あ る 連 結 上 の 株 主 資 本 に 該 当 し

な い た め ， 株 主 資 本 以 外 の 項 目 と し て 表 示 さ れ る 。

(150字 )
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問２

連 結 処 理 の 場 合 に は ， 親 会 社 と 子 会 社 の 収 益 お よ び 費

用 を 合 算 し ， 子 会 社 の 当 期 純 利 益 の う ち 非 支 配 株 主 の 持

分 相 当 額 を 非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 に 振 り 替 え

る 処 理 を 経 て ， 「 親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 」 が

計 算 さ れ る 。 他 方 ， 持 分 法 処 理 の 場 合 に は ， 親 会 社 の 当

期 純 利 益 に ， 子 会 社 の 当 期 純 利 益 の う ち 親 会 社 の 持 分 相

当 額 を 持 分 法 に よ る 投 資 損 益 と し て 反 映 す る 処 理 を 経 て

， 「 親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 」 が 計 算 さ れ る 。

そ の 結 果 ， い ず れ の 処 理 に よ る 場 合 に お い て も ， 「 親 会

社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 」 は 同 じ 金 額 に な る 。

(250字 )

問３

本 問 の 吸 収 合 併 は ， 決 算 日 後 に 行 わ れ て お り ， 親 会 社

の 当 期 の 個 別 財 務 諸 表 に は 影 響 を 及 ぼ さ な い が ， 連 結 子

会 社 の 個 別 財 務 諸 表 上 の 資 産 と 負 債 ， 収 益 と 費 用 が 親 会

社 と ほ ぼ 同 規 模 で あ る た め ， 翌 期 以 降 の 親 会 社 の 個 別 財

務 諸 表 に 重 要 な 影 響 を 及 ぼ す と 考 え ら れ る 。 他 方 ， 本 問

の 吸 収 合 併 は ， 共 通 支 配 下 の 取 引 で あ り ， 親 会 社 の 連 結

財 務 諸 表 に は 影 響 を 及 ぼ さ な い 。 そ の た め ， 経 営 者 は ，

会 社 の 財 政 状 態 ， 経 営 成 績 お よ び キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー の

状 況 に 関 す る 的 確 な 判 断 に 資 す る 観 点 か ら ， 個 別 財 務 諸

表 に は 注 記 が 必 要 だ が 連 結 財 務 諸 表 に は 不 要 と 考 え た 。

(250字 )
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Ⅰ 合 格 ラ イ ン

【第３問】

問題 1 は，固定資産の減損に関する問題である。 問 1 については，答練等で繰り返し出題

されてきた論点であり，高得点が望まれる。本番の緊張を考慮しても，８箇所中，７箇所以上は正

答してほしい。 問 2 については，(1)，(2)いずれも，基本的な問題であり，論文答練において

も出題していたため，高得点が望まれる。

問題 2 は，ソフトウェアに関する問題である。 問 1 については，記述しづらい内容であり，

できなかったとしても合否に大きな影響はないものと思われる。 問 2 及び 問 3 (1) につい

ては，いずれもテキストに記載のある内容であるため，解答箇所７箇所すべての正答が望まれる。

問 3 (2) については，現場思考型の応用問題であり，できなかったとしても合否に大きな影響

はないものと思われる。販売価格が著しく下落していることを読み取ることができれば，アドバン

テージを獲得できると考えられる。

【第４問】

問題 1 は，退職給付会計に関する問題である。 問 1 及び 問 2 については，平易な内容

であったため，完答していただきたい問題であった。 問 3 については，細かい規定に関する問

題であり，できなかったとしても合否に大きな影響はないものと思われる。

問題 2 は，固定資産の耐用年数の変更及び減価償却方法の変更に関する問題である。 問 1

について，(1) は，必ず正答していただきたい。(2) は，論文答練においても出題していたため，

高得点が望まれる。 問 2 については，記述しづらい内容であり，減価償却方法の変更が会計方

針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合に該当することを指摘することで部

分点を獲得できていれば良いであろう。

問題 3 は，金融商品会計に関する問題である。 問 1 (1) については，「金融商品会計に関

する実務指針」における実務的な規定に関する問題であったため，できなかったとしても合否に影

響はないものと思われる。(2) については，法令基準集を参考に記述することで高得点を獲得する

ことが望まれる。(3) については，固定資産の減損会計における基本的な考えを示すことで高得点

を獲得することが望まれる。 問 2 については，基本的な問題であったため，完答していただき

たい問題であった。

問題 4 は，自己株式に関する問題である。 問 1 については，(1)，(2)いずれも，基本的な

問題であるため，高得点が望まれる。 問 2 について，(1) は，必ず正答していただきたい。

(2) は，部分点を獲得できていれば良いであろう。なお，(1) の処理方法自体の論拠など，模範解

答以外の記述であっても配点される可能性はあると考えられる。

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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【第５問】

問題 1 は，連結財務諸表に関して複数の論点が絡む計算問題である。追加取得後の連結除外，

持分法から連結への移行時の未実現損益の取り扱いなど見慣れない論点も含まれていたが，社債取

引の成果連結，未実現損益が複数回計上された場合，間接所有，在外子会社など答練やアクセスで

取り扱った内容も多く出題された。解答数値については，複数の会社が影響し，集計が複雑な解答

箇所も多かったが，丁寧に処理をして正解にたどり着いて欲しかった。解答箇所のうち，難易度Ａ

の９箇所全てと難易度Ｂの５箇所のうち60％の３箇所の計12箇所以上を正答することが望まれる

が，本番の緊張を加味すると，解答箇所19箇所中，計９箇所が正答できていれば，合格ラインに達

していると考えられる。

問題 2 は，連結会計に関連する理論問題である。特殊な形式での出題であったため，戸惑った

受験生も多かったであろう。 問 1 については，基本的な問題であったため，高得点を獲得する

ことが望まれる。 問 2 については，計算編の知識を活用し，連結処理と持分法処理の計算手続

の主要な相違点を記述することにより部分点を獲得できれば良いであろう。 問 3 については，

論文答練において類似の出題をしていたものの，難易度が高く，高得点を獲得するのは困難である

といえる。監査論の知識を活用し，部分点を獲得できていれば良いであろう。
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Ⅱ 答練等との対応関係

【第３問】

問題 1

基礎答練 第２回 第１問

応用答練 第１回 第１問

全国模試 第２回 第３問

アクセス 第８回

アクセス 第９回

アクセス 第10回

アクセス 第13回

問題 2

直前答練 第３回 第１問

アクセス 第11回

アクセス 第14回

【第４問】

問題 1

全国模試 第１回 第３問

アクセス 第７回

問題 2

アクセス 第14回

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。



- 12 -

【第５問】

問題 1

基礎答練 第１回 第３問

基礎答練 第２回 第３問

応用答練 第１回 第３問

応用答練 第２回 第１問

応用答練 第２回 第３問

直前答練 第２回 第１問

直前答練 第２回 第３問

全国模試 第２回 第５問

アクセス 第３回

アクセス 第４回

アクセス 第６回

アクセス 第７回

アクセス 第11回
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Ⅲ 解 答 へ の 道

【第３問】

【計算部分】

問題 1

問 1 について（単位：百万円）

Ⅰ．事業Ⅰ

１．減損損失の認識の判定及び測定

(1) 減損損失の認識の判定

① 資産グループＡ

割引前将来キャッシュ・フロー290 ＞ 帳簿価額250 → 減損処理を行わない

② 資産グループＢ

割引前将来キャッシュ・フロー730 ＞ 帳簿価額700 → 減損処理を行わない

③ 資産グループＣ

割引前将来キャッシュ・フロー330 ＜ 帳簿価額400 → 減損処理を行う

(2) 資産グループＣに係る減損損失の測定

帳簿価額400－回収可能価額250＝減損損失150

２．より大きな単位での減損損失の認識の判定及び測定

(1) 減損損失の認識の判定

割引前将来キャッシュ・フロー1,350 ＜ 帳簿価額1,550 → 減損処理を行う

(2) 減損損失の測定

帳簿価額1,550－回収可能価額1,220＝減損損失330

(3) のれんを加えることによる減損損失増加額

より大きな単位での減損損失330－資産グループＣに係る減損損失150＝180

３．減損損失増加額ののれんへの配分

のれんを加えることによる減損損失増加額180 ＜ のれんの帳簿価額200

→ 180をのれんへ配分するため，超過額は０となる。

４. 仕訳処理

(借) 減 損 損 失 330 (貸) の れ ん 180

資 産 グ ル ー プ Ｃ 150

資産グループＡ 資産グループＢ 資産グループＣ の れ ん 合 計

△150 △150
△330

△180 ∴ △180

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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５．解答数値の算定

資産または資産グループ 減損損失の額

資産グループＡ ① なし

事業Ⅰ 資産グループＣ ② 150

のれん ③ 180

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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Ⅱ．事業Ⅱ

１．共用資産の帳簿価額配分後の各資産グループの帳簿価額

資産グループⅮ：420＋400×20％＝500

資産グループＥ：550＋400×30％＝670

資産グループＦ：830＋400×50％＝1,030

２．各資産グループごとの減損損失の認識の判定及び測定

(1) 減損損失の認識の判定

① 資産グループＥ

割引前将来キャッシュ・フロー600 ＜ 配分後の帳簿価額670 → 減損処理を行う

② 資産グループＦ

割引前将来キャッシュ・フロー810 ＜ 配分後の帳簿価額1,030 → 減損処理を行う

(2) 配分後の減損損失の測定

① 資産グループＥ

配分後の帳簿価額670－回収可能価額430＝減損損失240

② 資産グループＦ

配分後の帳簿価額1,030－回収可能価額670＝減損損失360

３．減損損失の配分

(注) 問題文に指示がないため，各資産グループに減損損失が生じた場合，共用資産配分前の帳

簿価額と共用資産の配分額に基づいて当該減損損失を資産グループと共用資産に配分してい

るものとする。

(1) 資産グループＥ

120(*1)
共 用 資 産：240× ＝42.985… → 43（四捨五入）

配分後の帳簿価額670

550
グループＥ：240× ＝197.014… → 197（四捨五入）

配分後の帳簿価額670

(*1) 400×30％＝資産グループＥへの配分額120

(2) 資産グループＦ

200(*2)
共 用 資 産：360× ＝69.902… → 70（四捨五入）

配分後の帳簿価額1,030

830
グループＥ：360× ＝290.097… → 290（四捨五入）

配分後の帳簿価額1,030

(*2) 400×50％＝資産グループＦへの配分額200

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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４. 仕訳処理

(借) 減 損 損 失 240 (貸) 共 用 資 産 43

資 産 グ ル ー プ Ｅ 197

(借) 減 損 損 失 360 (貸) 共 用 資 産 70

資 産 グ ル ー プ Ｆ 290

５．解答数値の算定

資産または資産グループ 減損損失の額

資産グループＥ ④ 197

事業Ⅱ 資産グループＦ ⑤ 290

共用資産 ⑥ 113(*3)

(*3) 43＋70＝113

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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Ⅲ．事業Ⅲ

１．減損損失の認識の判定及び測定

(1) 減損損失の認識の判定

① 資産グループＧ

割引前将来キャッシュ・フロー2,650 ＜ 帳簿価額3,250 → 減損処理を行う

(注) 減損処理は，固定資産（リース資産を含む）を対象に適用する。

② 資産グループＨ

割引前将来キャッシュ・フロー1,780 ＜ 帳簿価額2,500 → 減損処理を行う

(注) 減損処理は，固定資産（リース資産を含む）を対象に適用する。したがって，オペレーテ

ィング・リース取引で使用している土地は対象に含まれない点に注意すること。

(2) 減損損失の測定

① 資産グループＧ

帳簿価額3,250－回収可能価額1,980＝減損損失1,270

② 資産グループＨ

帳簿価額2,500－回収可能価額1,440＝減損損失1,060

２. 仕訳処理

(注) 問題文に指示がないため，各資産グループについて認識された減損損失は，帳簿価額に基

づき各構成資産に比例配分しているものとする。

(1) 資産グループＧ

(借) 減 損 損 失 1,270 (貸) 土 地 469(*1)

建 物 586(*2)

備 品 215(*3)

土地1,200
(*1) 減損損失1,270× ＝468.923… → 469（四捨五入）

帳簿価額合計3,250

建物1,500
(*2) 減損損失1,270× ＝586.153… → 586（四捨五入）

帳簿価額合計3,250

備品550
(*3) 減損損失1,270× ＝214.923… → 215（四捨五入）

帳簿価額合計3,250

(2) 資産グループＨ

(借) 減 損 損 失 1,060 (貸) 建 物 763(*4)

備 品 297(*5)

建物1,800
(*4) 減損損失1,060× ＝763.2 → 763（四捨五入）

帳簿価額合計2,500

備品700
(*5) 減損損失1,060× ＝296.8 → 297（四捨五入）

帳簿価額合計2,500

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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３．解答数値の算定

資産または資産グループ 減損損失の額

資産グループＧの備品 ⑦ 215(*3)
事業Ⅲ

資産グループＨの建物 ⑧ 763(*4)

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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問題 2

問 2 について（単位：千円）

Ⅰ．Ａ 市場販売目的のソフトウェア

１．Ｘ１年度

(1) Ｘ１年度期首（販売開始時）

(借) ソ フ ト ウ ェ ア Ａ 34,300 (貸) ソフトウェア仮勘定 34,300

(2) 決算整理（①の解答）

(借) ソフトウェアＡ減価償却費 15,400(*1) (貸) ソ フ ト ウ ェ ア Ａ 15,400

(*1) (Ａ) 見込販売数量に基づく減価償却額：

実績販売数量2,200個
取得原価34,300× ＝15,400

見込販売数量(2,200個＋1,300個＋1,400個)

(Ｂ) 残存有効期間に基づく均等配分額：

取得原価34,300÷３年＝11,433.333… → 11,433（四捨五入）

(Ａ) ＞ (Ｂ) → ∴ (Ａ) 15,400

２．Ｘ２年度（決算整理，②の解答）

(借) ソフトウェアＡ減価償却費 9,450(*2) (貸) ソ フ ト ウ ェ ア Ａ 9,450

(*2) (Ａ) 見込販売数量に基づく減価償却額：

実績販売数量1,300個
18,900(*3)× ＝9,100

見込販売数量(1,300個＋1,400個)

(Ｂ) 残存有効期間に基づく均等配分額：18,900(*3)÷(３年－１年)＝9,450

(Ａ) ＜ (Ｂ) → ∴ (Ｂ) 9,450

(*3) 取得原価34,300－15,400(*1)＝18,900

３．Ｘ３年度（決算整理）

(借) ソフトウェアＡ減価償却費 9,450(*4) (貸) ソ フ ト ウ ェ ア Ａ 9,450

(*4) 18,900(*3)－9,450(*2)＝9,450

（注）Ｘ３年度においては，Ｘ３年度期首の未償却残高を減価償却費として計上する。

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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Ｘ１ Ｘ１ Ｘ２ Ｘ３

期首 期末 期末 期末

34,300 18,900(*3) 9,450(*4) 0

数 量 基 準 △15,400(*1) △9,100

均 等 配 分 額 △11,433 △9,450(*2) △9,450(*4)

見込販売収益 83,100(*5) 39,100(*6) 19,600

(*5) 見込販売収益(Ｘ１年度44,000＋Ｘ２年度19,500＋Ｘ３年度19,600)＝83,100

(*6) 見込販売収益(Ｘ２年度19,500＋Ｘ３年度19,600)＝39,100

４．解答数値の算定

Ｘ１年度 Ｘ２年度 Ｘ３年度

Ａ ① 15,400(*1) ② 9,450(*2) 9,450(*4)

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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Ⅱ．Ｂ 市場販売目的のソフトウェア

１．Ｘ１年度

(1) Ｘ１年度期首（販売開始時）

(借) ソ フ ト ウ ェ ア Ｂ 37,800 (貸) ソフトウェア仮勘定 37,800

(2) 決算整理

(借) ソフトウェアＢ減価償却費 20,000(*1) (貸) ソ フ ト ウ ェ ア Ｂ 20,000

(*1) (Ａ) 見込販売収益に基づく減価償却額：

取得原価37,800

実績販売収益50,000
×
Ｘ１年度期首における変更前の見込販売収益(50,000＋28,500＋16,000)

＝20,000

(Ｂ) 残存有効期間に基づく均等配分額：取得原価37,800÷３年＝12,600

(Ａ) ＞ (Ｂ) → ∴ (Ａ) 20,000

２．Ｘ２年度（決算整理，③の解答）

(借) ソフトウェアＢ減価償却費 12,600(*2) (貸) ソ フ ト ウ ェ ア Ｂ 12,600

(*2) (Ａ) 見込販売収益に基づく減価償却額：

実績販売収益25,200
17,800(*3)× ＝12,600

Ｘ２年度期首における変更後の見込販売収益(25,200＋10,400)

(Ｂ) 残存有効期間に基づく均等配分額：17,800(*3)÷(３年－１年)＝8,900

(Ａ) ＞ (Ｂ) → ∴ (Ａ) 12,600

(*3) 取得原価37,800－20,000(*1)＝17,800

３．Ｘ３年度（決算整理，④の解答）

(借) ソフトウェアＢ減価償却費 5,200(*4) (貸) ソ フ ト ウ ェ ア Ｂ 5,200

(*4) 17,800(*3)－12,600(*2)＝5,200

（注）Ｘ３年度においては，Ｘ３年度期首の未償却残高を減価償却費として計上する。

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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Ｘ１ Ｘ１ Ｘ２ Ｘ３

期首 期末 期末 期末

37,800 17,800(*3) 5,200(*4) 0

収 益 基 準 △20,000(*1) △12,600(*2)

均 等 配 分 額 △12,600 △ 8,900 △5,200(*4)

見込販売収益 94,500(*5) 35,600(*6) 10,400

(*5) 変更前見込販売収益(Ｘ１年度50,000＋Ｘ２年度28,500＋Ｘ３年度16,000)＝94,500

(*6) 変更後見込販売収益(Ｘ２年度25,200＋Ｘ３年度10,400)＝35,600

４．解答数値の算定

Ｘ１年度 Ｘ２年度 Ｘ３年度

Ｂ 20,000(*1) ③ 12,600(*2) ④ 5,200(*4)

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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Ⅲ．Ｃ 自社利用のソフトウェア

１．Ｘ１年度

(1) Ｘ１年度期首

(借) ソ フ ト ウ ェ ア Ｃ 20,000 (貸) ソフトウェア仮勘定 20,000

(2) 決算整理（⑤の解答）

(借) ソフトウェアＣ減価償却費 4,000(*1) (貸) ソ フ ト ウ ェ ア Ｃ 4,000

(*1) 取得原価20,000÷５年＝4,000

(注) 無形固定資産として計上したソフトウェアの取得原価は，その利用の実態に応じて最も合

理的と考えられる減価償却方法を採用すべきであるが，一般的には定額法による償却が合理

的である。

２．Ｘ２年度（決算整理）

(借) ソフトウェアＣ減価償却費 4,000(*2) (貸) ソ フ ト ウ ェ ア Ｃ 4,000

(*2) 16,000(*3)÷変更前の残存利用可能期間(５年－１年)＝4,000

(*3) 20,000－4,000(*1)＝16,000

(注) Ｘ２年度末にＸ３年度以降の利用可能期間の見直しを行ったが，Ｘ２年度の減価償却費は

「変更前の残存耐用年数」を用いて計算する。

３．Ｘ３年度（決算整理，⑥の解答）

(借) ソフトウェアＣ減価償却費 6,000(*4) (貸) ソ フ ト ウ ェ ア Ｃ 6,000

(*4) 12,000(*5)÷変更後の残存利用可能期間２年＝6,000

(*5) 16,000(*3)－4,000(*2)＝12,000

Ｘ１ Ｘ１ Ｘ２ Ｘ３

期首 12カ月 期末 12カ月 期末 12カ月 期末

△4,000(*1) △4,000(*2) △6,000(*4)
20,000 16,000 12,000 6,000

(*3) (*5)

(60ヶ月分) (48ヶ月分) (36ヶ月分)

↓

変更後(24ヶ月分) (12ヶ月分)

４．解答数値の算定

Ｘ１年度 Ｘ２年度 Ｘ３年度

Ｃ ⑤ 4,000(*1) 4,000(*2) ⑥ 6,000(*4)

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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問 3 について（単位：千円）

Ⅰ．Ｘ１年度

１．Ｘ１年度期首（販売開始時）

(借) ソ フ ト ウ ェ ア 31,500 (貸) ソフトウェア仮勘定 31,500

２．決算整理

(借) ソフトウェア減価償却費 10,800(*1) (貸) ソ フ ト ウ ェ ア 10,800

(*1) (Ａ) 見込販売数量に基づく減価償却額：

実績販売数量1,200個
取得原価31,500× ＝10,800

見込販売数量(1,200個＋1,400個＋900個)

(Ｂ) 残存有効期間に基づく均等配分額：取得原価31,500÷３年＝10,500

(Ａ) ＞ (Ｂ) → ∴ (Ａ) 10,800

Ⅱ．Ｘ２年度（決算整理）

(借) ソフトウェア減価償却費 12,600(*2) (貸) ソ フ ト ウ ェ ア 13,500

費 用 又 は 損 失 900(*3)

(*2) (Ａ) 見込販売数量に基づく減価償却額：

実績販売数量1,400個
20,700(*4)× ＝12,600

見込販売数量(1,400個＋900個)

(Ｂ) 残存有効期間に基づく均等配分額：20,700(*4)÷(３年－１年)＝10,350

(Ａ) ＞ (Ｂ) → ∴ (Ａ) 12,600

(*3) 減価償却実施後の未償却残高8,100(*5)－Ｘ２年度末の見込販売収益7,200＝900

(注) 減価償却を実施した後の未償却残高が翌期以降の見込販売収益額を上回った場合，当該超

過額は一時の費用又は損失として処理する。

(*4) 31,500－10,800(*1)＝20,700

(*5) 20,700(*4)－12,600(*2)＝8,100

◎ 未償却残高のうち回収不能金額（(1)の解答）： 900(*3)

Ⅲ．Ｘ３年度（決算整理）

(借) ソフトウェア減価償却費 7,200(*6) (貸) ソ フ ト ウ ェ ア 7,200

(*6) 20,700(*4)－(12,600(*2)＋900(*3))＝7,200

（注）Ｘ３年度においては，Ｘ３年度期首の未償却残高を減価償却費として計上する。

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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Ｘ１ Ｘ１ Ｘ２ Ｘ３

期首 期末 期末 期末

31,500 20,700(*4) 8,100(*5) 0

△ 900(*3)

7,200(*6)

数 量 基 準 △10,800(*1) △12,600(*2)

均 等 配 分 額 △10,500 △10,350 △7,200(*6)

見込販売収益 52,200(*7) 28,200(*8) 7,200

(*7) 見込販売収益(Ｘ１年度24,000＋Ｘ２年度21,000＋Ｘ３年度7,200)＝52,200

(*8) 見込販売収益(Ｘ２年度21,000＋Ｘ３年度7,200)＝28,200

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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【理論部分】

問題 1

問 2 について

「固定資産の減損に係る会計基準」からの出題である。(1) については，減損損失の測定が将

来キャッシュ・フローの見積りに大きく依存し主観的にならざるを得ない点を考慮して，減損の

存在が相当程度に確実な場合に限り減損損失を認識することとされていることを指摘すればよい

であろう。(2) については，固定資産に対する投資が使用又は売却のうちいずれか有利な手段に

よって回収されることを指摘すればよいであろう。

［参 考］ 「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」四2(2)①

「固定資産の減損に係る会計基準」二２(1)

問題 2

問 1 について

「研究開発費等に係る会計基準」からの出題である。ソフトウェアの制作費は，その制作目的

により将来の収益との対応関係が異なることを指摘すればよいであろう。

［参 考］ 「研究開発費等に係る会計基準の設定に関する意見書」三３(1)

問 3 について

「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」からの出題である。ソフトウェ

アの販売価格が販売期間の経過に伴い著しく下落していることに着目して答案を作成すればよい

であろう。

［参 考］ 「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」42

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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【第４問】

問題 1

問 1 (1) について（単位：百万円）

Ⅰ．ワークシート

実 際

当 期 末

退 職 給 付 債 務 (1,000)

年 金 資 産 1,080

未積立退職給付債務 80

未認識数理計算上の差異 (100)

未認識過去勤務費用 120

前 払 年 金 費 用 100

Ⅱ．解答数値の算定

退職給付債務△1,000＋年金資産1,080－未認識数理計算上の差異（貸方）100

＋未認識過去勤務費用（借方）120＝前払年金費用100

(注) 年金資産が退職給付債務を超える（積立超過）場合には，「前払年金費用」として貸借対

照表上，「投資その他の資産」に計上する。

問 1 (2) について

「退職給付に関する会計基準」からの出題である。年金資産が退職給付の支払のためのみに使

用されることが制度的に担保されていることに着目して答案を作成すれば良いであろう。

［参 考］ 「退職給付に関する会計基準」69

問 2 について

「退職給付に関する会計基準」からの出題である。直接観察できない労働サービスの費消態様

に合理的な仮定を置かざるを得ないことを踏まえて答案を作成すればよいであろう。

［参 考］ 「退職給付に関する会計基準」61

問 3 について

「退職給付に関する会計基準の適用指針」からの出題である。前期末に用いた割引率により算

定した場合の退職給付債務と比較して，期末の割引率により計算した退職給付債務が10％以上変

動すると推定される場合に「重要な影響」があると判断されることを指摘すればよいであろう。

［参 考］ 「退職給付に関する会計基準の適用指針」30

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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問題 2

問 1 (1) について（単位：円）

Ⅰ．解答数値の算定

(2,400,000－Ｘ３年度期首減価償却累計額600,000(*1))÷変更後の残存耐用年数４年(*2)

＝450,000

(*1) 2,400,000÷旧耐用年数８年×経過年数２年(Ｘ1.4～Ｘ3.3)＝600,000

(*2) 変更後の新耐用年数６年－経過年数２年(Ｘ1.4～Ｘ3.3)＝４年

(注) 有形固定資産の耐用年数の変更について，過去に定めた耐用年数が，これを定めた時点で

の合理的な見積りに基づくものであり，それ以降の変更も合理的な見積りによるものであれ

ば，当該変更は過去の誤謬の訂正には該当せず，会計上の見積りの変更に該当する。

(注) 期首に耐用年数を変更した場合，当期の減価償却費は変更後の耐用年数（新耐用年数）に

よる残存耐用年数に基づいて計算する。

2,400,000

減価償却累計額
要償却額 1,800,000

600,000(*1)

変更後の残存耐用年数４年(*2)

問 1 (2) について

「会計方針の開示，会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」からの出題である。①の

方法が，新たな事実の発生に伴う会計上の見積りの変更に関する会計処理として適切ではないこ

とを指摘すればよいであろう。

［参 考］ 「会計方針の開示，会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」57

問 2 について

「会計方針の開示，会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」からの出題である。減価

償却方法の変更は，固定資産の経済的便益の消費パターンに関する見積りの変更を伴うことから，

会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合に該当することを指摘すれ

ばよいであろう。

［参 考］ 「会計方針の開示，会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」59～62

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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問題 3

問 1 について

「金融商品に関する会計基準」及び「金融商品会計に関する実務指針」からの出題である。

(1) については，同業他社の引当率や経営上用いている合理的な貸倒見積高を採用する方法で貸

倒見積高を算定することが考えられることを指摘すればよいであろう。(2) については，配付さ

れている法令基準集の「金融商品に関する会計基準」28項を参考に記述すればよいであろう。

(3) については，いずれの会計処理も，資産の収益性の低下に伴い投資額の回収が見込めなくな

った場合に，将来に損失を繰り延べないために帳簿価額を切り下げるものであることを指摘すれ

ばよいであろう。

［参 考］ 「金融商品に関する会計基準」28，「金融商品会計に関する実務指針」111，299，

「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」三１

問 2 について

「金融商品に関する会計基準」からの出題である。事業投資と同じく時価の変動を財務活動の

成果とは捉えないという考え方に基づき答案を作成すればよいであろう。

［参 考］ 「金融商品に関する会計基準」73，74

問題 4

問 1 について

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」からの出題である。(1) については，

自己株式の取得と処分を一連の取引とみた場合に自己株式処分差損は株主資本からの分配の性格

を有しており，当該分配が株主に対する会社財産の分配という点で利益配当と同様の性格を有す

ることに着目して答案を作成すれば良いであろう。(2) については，自己株式の処分が新株の発

行と同様の経済的実態を有することに着目して答案を作成すれば良いであろう。

［参 考］ 「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」39，40

問 2 について

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」からの出題である。(1) に

ついては，自己株式の数のみの増加として処理すること指摘すればよいであろう。(2) について

は，自己株式の取得は，資本取引であり，株主に対する会社財産の払戻しとみて資本の控除とす

る考えが採用されていることとの整合性に着目して答案を作成すれば良いであろう。

［参 考］ 「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」14，39～43

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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【第５問】

【計算部分】 問題 1 について（単位：百万円）

Ⅰ．Ａ社及びＤ社

１．評価差額の計上（Ａ社）

(借) 評 価 差 額 200(*1) (貸) 土 地 200

(*1) 01年度末(時価800－簿価1,000)＝△200

２．タイム・テーブル

(1) 孫会社Ｄ社

02年 03年

12/31 40％ 12/31
30％

＋40％(Ｐ社)

＋30％(Ａ社)

資 本 金 400 400

(Ｐ社) 80

(Ａ社) 60

利益剰余金 100 300
60

合 計 500 700

Ｐ社取得持分 200

Ｐ社取得原価 200

Ｐ社のれん 0

Ａ社取得持分 150

Ａ社取得原価 150

Ａ社のれん 0

(2) 子会社Ａ社

01年 02年 03年

12/31 12/31 12/31
80％ 80％

＋80％

資 本 金 1,400 1,400 1,400
80 160

利益剰余金 800 900 1,100
20 40

評 価 差 額 △200(*1) △200(*1) △200(*1)
48

孫会社Ｄ社影響分 ― ― 60
12

合 計 2,000 2,100 2,360

取 得 持 分 1,600

取 得 原 価 2,000

の れ ん 400 △80 320 △80 240

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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３．孫会社Ｄ社連結修正仕訳

(1) 開始仕訳

(借) 資 本 金 400 (貸) 諸 資 産 350(*2)

(子 会 社 株 式)
利 益 剰 余 金 100

非 支 配 株 主 持 分 150(*3)

(*2) Ｐ社取得原価200＋Ａ社取得原価150＝350

(*3) T/T 資本合計500×Ｄ社非支配株主持分比率30％＝150

(2) 当期純利益の按分

(借) 非支配株主に帰属する当期純損益 60 (貸) 非 支 配 株 主 持 分 60

４．子会社Ａ社連結修正仕訳

(1) 開始仕訳

(借) 資 本 金 1,400 (貸) 諸 資 産 2,000

(子 会 社 株 式)
利 益 剰 余 金 900(*4)

評 価 差 額 200(*1)
の れ ん 320

非 支 配 株 主 持 分 420(*5)

(*4) 800＋20＋80＝900 又は，900－(80－80)＝900

(*5) T/T 資本合計2,100×Ａ社非支配株主持分比率20％＝420

(2) 当期純利益の按分

(借) 非支配株主に帰属する当期純損益 52 (貸) 非 支 配 株 主 持 分 52(*6)

(*6)(子会社Ａ社当期純利益200(*7)＋孫会社Ｄ社影響分60)×非支配株主持分比率20％＝52

又は，T/T より40＋12＝52

(*7) Ａ社利益剰余金(03年度末1,100－02年度末900)＝200

(3) のれんの償却

(借) の れ ん 償 却 額 80 (貸) の れ ん 80

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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５．商品甲

Ｄ 社 Ａ 社 Ｐ 社

Ａ社付加利益

Ｄ社付加利益 Ｄ社付加利益

販 売 販 売
Ｄ社仕入原価 Ｄ社仕入原価 Ｄ社仕入原価

売上高利益率25％ １＋付加利益率10％

(注) Ｐ社の保有する商品には，Ｄ社付加利益とＡ社付加利益が含まれている点に注意すること。

(1) 売上高と仕入高の相殺消去

① Ｄ社のＡ社への売上

(借) 売 上 高 1,800 (貸) 売 上 原 価 1,800

② Ａ社のＰ社への売上

(借) 売 上 高 1,980(*1) (貸) 売 上 原 価 1,980

(*1)(Ａ社仕入高1,800－Ａ社03年度末棚卸高０)×(１＋Ａ社付加利益率10％)＝1,980

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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(2) 未実現損益の調整（Ｐ社保有期末商品甲）

① Ａ社付加利益

ⅰ 全額消去

(借) 売 上 原 価 20(*2) (貸) 諸 資 産 20

(商 品 甲)

Ａ社付加利益率10％
(*2) Ｐ社がＡ社から仕入れた商品甲の棚卸高220× ＝20

１＋Ａ社付加利益率10％

ⅱ Ａ社の非支配株主への按分

(借) 非 支 配 株 主 持 分 4 (貸) 非支配株主に帰属する当期純損益 4(*3)

(*3) 20(*2)×Ａ社非支配株主持分比率20％＝4

② Ｄ社付加利益

ⅰ 全額消去

(借) 売 上 原 価 50(*4) (貸) 諸 資 産 50

(商 品 甲)

(*4) 200(*5)×Ｄ社売上高利益率25％＝50

(*5) Ｐ社がＡ社から仕入れた商品甲の棚卸高220－Ａ社付加利益20(*2)＝200

ⅱ Ｄ社の非支配株主への按分

(借) 非 支 配 株 主 持 分 15 (貸) 非支配株主に帰属する当期純損益 15(*6)

(*6) 50(*4)×{１－(Ｐ社持分比率40％＋Ａ社持分比率30％)}＝15

ⅲ Ａ社の非支配株主への按分

(借) 非 支 配 株 主 持 分 3 (貸) 非支配株主に帰属する当期純損益 3(*7)

(*7) 50(*4)×Ａ社持分比率30％×Ａ社非支配株主持分比率20％＝3

（注）非支配株主への按分（ⅱ及びⅲ）をまとめて以下のように処理しても良い。

(借) 非 支 配 株 主 持 分 18 (貸) 非支配株主に帰属する当期純損益 18(*8)

(*8) 50(*4)×36％(*9)＝18

(*9) 孫会社Ｄ社非支配株主持分比率30％

＋孫会社Ｄ社子会社持分比率30％×子会社Ａ社非支配株主持分比率20％＝36％

又は，１－(孫会社Ｄ社親会社持分比率40％

＋孫会社Ｄ社子会社持分比率30％×子会社Ａ社親会社持分比率80％)＝36％

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。



- 34 -

商品甲に係る未実現損益の按分

△20 親会社Ｐ社 △12 非支配株主 △３

80％ 20％

子会社Ａ社 △15 非支配株主 △15

40％ 30％ 30％

孫会社Ｄ社 △50

（参考）Ｐ社保有商品甲に含まれる内部利益

商品甲（Ｐ社）

Ａ社付加利益

20(*2)

Ｄ社付加利益

50(*4)

原 価

150(*10)

(*10)200(*5)－Ｄ社付加利益50(*4)＝150
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（参考）アップ・ストリームにおける未実現損益をT/T に反映させた場合

(1) 売上高と仕入高の相殺消去

① Ｄ社のＡ社への売上

(借) 売 上 高 1,800 (貸) 売 上 原 価 1,800

② Ａ社のＰ社への売上

(借) 売 上 高 1,980(*1) (貸) 売 上 原 価 1,980

(2) 未実現損益の調整（Ｐ社保有期末商品甲）

① Ａ社付加利益（全額消去）

(借) 売 上 原 価 20(*2) (貸) 諸 資 産 20

(商 品 甲)

② Ｄ社付加利益（全額消去）

(借) 売 上 原 価 50(*4) (貸) 諸 資 産 50

(商 品 甲)
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(3) タイム・テーブル

① 孫会社Ｄ社

02年 03年

12/31 40％ 12/31
30％

＋40％(Ｐ社)

＋30％(Ａ社)

資 本 金 400 400

(Ｐ社) 80

(Ａ社) 60
利益剰余金 100 300

60

(Ｐ社)△20

(Ａ社)△15
商 品 売 買 ― △50(*4)

△15
合 計 500 650

Ｐ社取得持分 200

Ｐ社取得原価 200

Ｐ社のれん 0

Ａ社取得持分 150

Ａ社取得原価 150

Ａ社のれん 0

② 子会社Ａ社

01年 02年 03年

12/31 12/31 12/31
80％ 80％

＋80％

資 本 金 1,400 1,400 1,400
80 160

利益剰余金 800 900 1,100
20 40

評 価 差 額 △200 △200 △200
48

孫会社Ｄ社影響分 ― ― 60
12

△12
孫会社Ｄ社影響分 ― ― △15
(商品売買分 ) △３

△16
商 品 売 買 ― ― △20(*2)

△４
合 計 2,000 2,100 2,325

取 得 持 分 1,600

取 得 原 価 2,000

の れ ん 400 △80 320 △80 240
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６．社 債

(借) 諸 負 債 452(*1) (貸) 諸 資 産 467

(社 債) (投 資 有 価 証 券)

社 債 償 還 損 15(*2)

(*1) 払込金額(Ａ社取得分)420(*3)＋償却原価法による償却額(Ａ社取得分)16(*4)×２年＝452

又は，償還時におけるＰ社社債(払込金額1,680＋償却原価法による償却額64(*5)×２年)

×Ａ社取得分25％(*6)＝452

(*2) 社債償還分452(*1)－取得原価467＝△15

(*3) 払込金額1,680×Ａ社取得分25％(*6)＝420

(*4) 64(*5)×Ａ社取得分25％(*6)＝16

12ヶ月
(*5)(額面2,000－払込金額1,680)× ＝64

60ヶ月(02.1～06.12)

額面(Ａ社取得分)500
(*6) ＝25％

額面2,000

02年 02年 03年

1/1 12/31 12/31

16(*4) 16(*4)
社 債 ( 2 5％ ) 420 436 452(*1)

(*3)

社債償還損 15
(*2)

投資有価証券 467

48(*8) 48(*8)
社 債 ( 7 5％ ) 1,260 1,308 1,356

(*7) (*9)

(*7) 払込金額1,680×(１－25％(*6))＝1,260

(*8) 64(*5)×(１－25％(*6))＝48

(*9)1,260(*7)＋償却原価法による償却額48(*8)×２年＝1,356

又は，償還時におけるＰ社社債(払込金額1,680＋償却原価法による償却額64(*5)×２年)

×(１－25％(*6))＝1,356

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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Ⅱ．Ｂ 社

１．タイム・テーブル

01年 02年 03年

12/31 12/31 12/31
60％ 70％

＋60％ ＋10％ △60％

資 本 金 500 500 500
180 70

利益剰余金 500 800 900
120 30

合 計 1,000 1,300 1,400

取 得 持 分 600 130 －840(*1)

取 得 原 価 870 180 －900(*2)

資本剰余金 △50

の れ ん 270 △54 216 △54 162

－135(*3)

27(*4)

売却損益の修正 －75(*5)

(*1) T/T 資本合計1,400×売却比率60％＝840

売却比率60％
(*2) 取得原価(870＋180)× ＝900

売却前持分比率70％

(*3) 162－支配を喪失して連結子会社に該当しなくなった場合における

のれんの残存する未償却額27(*4)＝135

支配獲得時持分比率60％－売却後持分比率10％(*6)
又は，162× ＝135

支配獲得時持分比率60％

売却後持分比率10％(*6)
(*4) 162× ＝27

支配獲得時持分比率60％

(注) 問題文の指示より，支配を喪失して連結子会社および関連会社のいずれにも該当しなくな

った場合における，のれんの残存する未償却額の算定に当たっては，支配獲得時の持分比率

60％に対する残存する持分比率10％(*6)の割合に基づく方法による。

(*5) 連結上の簿価(840(*1)＋135(*3))－個別上の簿価900(*2)＝75

(注) 非支配株主持分増加額（親会社持分減少額）とのれん減少額から構成される「連結上の簿

価」と，「個別上の簿価」との間に生じた差額は，「子会社株式の売却損益の修正」として

処理する。なお，支配獲得後に追加取得や一部売却等が行われた後に子会社株式を売却して

連結除外をした場合は，以下の式では売却損益の修正額を算定できないので注意すること。

売却持分比率
(支配獲得後利益剰余金－のれん償却額)×

売却前持分比率

(*6) 売却前持分比率70％－売却比率60％＝10％

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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２．開始仕訳

(借) 資 本 金 500 (貸) 諸 資 産 1,050

(子 会 社 株 式)
資 本 剰 余 金 50(*7)

非 支 配 株 主 持 分 390(*9)
利 益 剰 余 金 674(*8)

の れ ん 216

(*7) 02年度の追加取得で生じた資本剰余金

(*8) 500＋120＋54＝674 又は，800－(180－54)＝674

(*9) T/T 資本合計1,300×Ｂ社非支配株主持分比率30％＝390

３．当期純利益の按分

(借) 非支配株主に帰属する当期純損益 30 (貸) 非 支 配 株 主 持 分 30

４．のれんの償却

(借) の れ ん 償 却 額 54 (貸) の れ ん 54

５．支配の喪失を伴う子会社株式の一部売却

(1) 個別上の仕訳

(借) 諸 資 産 1,080 (貸) 諸 資 産 900(*2)

(現 金 預 金) (子 会 社 株 式)

子 会 社 株 式 売 却 益 180

(2) 連結上あるべき仕訳

(借) 諸 資 産 1,080 (貸) 非 支 配 株 主 持 分 840(*1)

(現 金 預 金)
の れ ん 135(*3)

子 会 社 株 式 売 却 益 105

(3) 連結修正仕訳（(2)－(1)）

(借) 諸 資 産 900(*2) (貸) 非 支 配 株 主 持 分 840(*1)

(子 会 社 株 式)
の れ ん 135(*3)

子 会 社 株 式 売 却 益 75(*5)

６．連結除外

(借) 諸 負 債 1,400(*10)(貸) 諸 資 産 2,600(*10)

諸 資 産 150(*11) 土 地 200(*10)

(子 会 社 株 式)
の れ ん 27(*4)

利 益 剰 余 金 17(*12)

(連結除外に伴う利益剰余金減少高)

非 支 配 株 主 持 分 1,260(*13)

(注) 支配を喪失して連結の範囲から除外する場合，子会社株式の追加取得によって生じた資本

剰余金は取り崩さず，引き続き連結上，資本剰余金として計上する。

(*10)Ｂ社個別B/S における金額

(*11)取得原価(870＋180)－売却分900(*2)＝150

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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(*12)T/T(180＋70－54×２年)－資本剰余金50(*7)－売却損益の修正75(*5)＝17

(*13)T/T 資本合計1,400×売却後Ｂ社非支配株主持分比率90％＝1,260

連結上の簿価 1,142

(*14) 連結除外に伴う利益剰余金減少高 子会社株式売却損益の修正 180

70

△54×２年

17(*12) 75(*5) △50(*7)

個別上の簿価 1,050

150(*11) 900(*2)

売却後持分比率10％(*6) 売却比率60％

売却前持分比率70％

(*14)T/T 資本合計1,400×70％＋のれん未償却額162＝1,142

又は，取得原価(870＋180)＋T/T(180＋70－54×２年)－資本剰余金50(*7)＝1,142

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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Ⅲ．Ｃ 社

１．評価差額の計上（全面時価評価法）

(借) 土 地 150(*1) (貸) 評 価 差 額 150

(*1) 03年度末(時価450－簿価300)＝150

(注) 支配獲得時（03年度末）において時価評価をやり直す。

２．タイム・テーブル

02年 03年

12/31 12/31
30％

＋30％ ＋40％(計70％)

資 本 金 1,000 1,000
60

利益剰余金 700 900

評 価 差 額 ― 150(*1)

合 計 1,700 2,050

取 得 持 分 510 1,435

取 得 原 価 750 750

取 得 原 価 1,120
1,960(*4)

持分法による投資増加額 △18(*2)

段階取得に係る差益 108(*3)

の れ ん 240 △48 ―

の れ ん 525

(*2) 投資後利益剰余金のうち投資会社Ｐ社帰属分60－のれん償却額48－未実現損益30(*5)

＝△18

(*3) 連結上の取得原価1,960(*4)－持分法上の簿価1,852(*6)＝108

又は，2,800(*7)×原始取得比率30％－(750＋持分法による投資増加額△18(*2))＝108

(*4) 2,800(*7)×Ｐ社持分比率70％＝連結上の取得原価1,960

(*5) 土地売却益100×原始取得比率30％＝30

(*6) 個別上の取得原価1,870(*8)＋持分法による投資増加額△18(*2)＝1,852

(注) 投資会社が持分法適用関連会社と企業結合した場合には，支配を獲得するに至った個々の

取引ごとの原価は持分法による評価額を指すため，その場合には，企業結合日直前の被取得

企業の株式（関連会社株式）の持分法による評価額と企業結合日の時価との差額は，当期の

段階取得に係る損益とし，これに見合う金額は，のれん（又は負ののれん）の修正として処

理される。なお，企業結合日直前の個別財務諸表上の関連会社株式の帳簿価額と持分法によ

る評価額との差額は，のれん（又は負ののれん）の修正として処理される。また，持分法に

よる評価額には，関連会社株式に含めて処理されているのれんの未償却残高，未実現損益に

関する修正額が含まれる。
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(*7) 03年12月31日取得分1,120÷追加取得比率40％＝支配獲得時時価2,800

(*8) 750＋1,120＝個別上の取得原価1,870

段階取得に係る差益

108(*3)

持分法による投資増加額 持分法による投資増加額
840

△18(*2) △18(*2)
732

750 750 750

1,120 1,120 1,120

個別上の取得原価 持分法上の簿価 連結上の取得原価

1,870(*8) 1,852(*6) 1,960(*4)

個別上の取得原価 持分法上の簿価 連結上の取得原価

持分法による投資増加額 段階取得に係る差益

△18(*2) 108(*3)

30％ 750 732 840

40％ 1,120 1,120 1,120

1,870(*8) 1,852(*6) 1,960(*4)

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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３．持分法適用仕訳

(注) 連結子会社としたのは期末であるので，フロー項目は持分法適用仕訳として行う。

(1) 開始仕訳（30％取得）

仕 訳 な し

(2) 当期純利益の認識

(借) 諸 資 産 60 (貸) 持分法による投資損益 60

(投 資 有 価 証 券)

(3) のれんの償却

(借) 持分法による投資損益 48 (貸) 諸 資 産 48

(投 資 有 価 証 券)

(4) 土 地（Ｃ社 → Ｐ社，未実現損益の調整）

(借) 持分法による投資損益 30(*5) (貸) 諸 資 産 30

(投 資 有 価 証 券(注))

(注) 問題文の指示より，持分法適用関連会社であるＣ社に生じた未実現損益の処理については，

Ｃ社株式（投資有価証券）の金額を加減する方法による。

４. 連結修正仕訳

(1) 持分法から連結への移行及びＣ社株式の評価替え

(借) 諸 資 産 18(*2) (貸) 諸 資 産 18

(投 資 有 価 証 券) (子 会 社 株 式)

(借) 諸 資 産 108 (貸) 段階取得に係る差益 108(*3)

(子 会 社 株 式)

(2) 連結上の取得原価による投資と資本の相殺消去

(借) 資 本 金 1,000(*9) (貸) 諸 資 産 1,960(*4)

(子 会 社 株 式)
利 益 剰 余 金 900(*9)

非 支 配 株 主 持 分 615(*10)
評 価 差 額 150(*1)

の れ ん 525(*11)

(*9) Ｃ社個別B/S における金額

(*10)T/T 資本合計2,050×Ｃ社非支配株主持分比率30％＝615

(*11)連結上の取得原価1,960(*4)－取得持分1,435(*12)＝525

(*12)T/T 資本合計2,050×Ｐ社持分比率70％＝1,435

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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（参考）仮に，土地をＰ社に売却していなかった場合（03年度末においてＣ社に土地売却益と同額の

評価差額が生じている場合）でも土地，のれん及び利益剰余金は同じになる。

１．評価差額の計上（全面時価評価法）

(借) 土 地 250(*13)(貸) 評 価 差 額 250

(*13)03年度末(時価450－簿価300)＋(売却価額300－簿価200)＝250

(注) 支配獲得時（03年度末）において時価評価をやり直す。

２．タイム・テーブル

02年 03年

12/31 12/31
30％

＋30％ ＋40％(計70％)

資 本 金 1,000 1,000
60

利益剰余金 700 800(*14)

評 価 差 額 ― 250(*13)

合 計 1,700 2,050

取 得 持 分 510 1,435

取 得 原 価 750 750

取 得 原 価 1,120
1,960(*4)

持分法による投資増加額 12(*15)

段階取得に係る差益 78(*16)

の れ ん 240 △48 ―

の れ ん 525

(*14)900(*9)－売却益100＝800

(*15)投資後利益剰余金のうち投資会社Ｐ社帰属分60－のれん償却額48＝12

(*16)連結上の取得原価1,960(*4)－持分法上の簿価1,882(*17)＝78

又は，2,800(*7)×原始取得比率30％－(750＋持分法による投資増加額12(*15))＝78

(*17)個別上の取得原価1,870(*8)＋持分法による投資増加額12(*15)＝1,882

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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Ⅳ．Ｅ 社

１．個別財務諸表の換算

(1) 02年度（株主資本等変動計算書）

株主資本等変動計算書

自02年１月１日 至02年12月31日

外 貨 為替相場 円 貨 外 貨 為替相場 円 貨
科 目 科 目

(百万ドル) (円／ドル) (百万円) (百万ドル) (円／ドル) (百万円)

資本金当期末残高 14 140(*1) 1,960 資本金当期首残高 14 140(*1) 1,960

利益剰余金当期末残高 9 ― 1,250 利益剰余金当期首残高 8 140(*1) 1,120

当期純利益 ∴ 1 130(*2) 130

為替換算調整勘定当期末残高 ― ― △450 為替換算調整勘定当期首残高 ― ― ―
(*3)

為替換算調整勘定当期変動額 ― ― ∴ △450

(*1) 支配獲得時為替相場

(*2) 02年度ＡＲ

(*3)(資本金14百万ドル＋利益剰余金９百万ドル)×02年度ＣＲ120円／ドル

－(資本金1,960＋利益剰余金1,250)＝△450

この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。
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(2) 03年度

① 株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

自03年１月１日 至03年12月31日

外 貨 為替相場 円 貨 外 貨 為替相場 円 貨
科 目 科 目

(百万ドル) (円／ドル) (百万円) (百万ドル) (円／ドル) (百万円)

資本金当期末残高 14 140(*1) 1,960 資本金当期首残高 14 140(*1) 1,960

利益剰余金当期末残高 10 ― 1,360 利益剰余金当期首残高 9 ― 1,250

当期純利益 ∴ 1 110(*4) 110

為替換算調整勘定当期末残高 ― ― △920 為替換算調整勘定当期首残高 ― ― △450
(*5) (*3)

為替換算調整勘定当期変動額 ― ― ∴ △470

(*4) 03年度ＡＲ

(*5)(資本金14百万ドル＋利益剰余金10百万ドル)×03年度ＣＲ100円／ドル

－(資本金1,960＋利益剰余金1,360)＝△920

② 貸借対照表

貸 借 対 照 表

03年12月31日

外 貨 為替相場 円 貨 外 貨 為替相場 円 貨
科 目 科 目

(百万ドル) (円／ドル) (百万円) (百万ドル) (円／ドル) (百万円)

諸 資 産 22 100(*6) 2,200 諸 負 債 8 100(*6) 800

土 地 10 100(*6) 1,000 資 本 金 14 140(*1) 1,960

利益剰余金 10 ― 1,360

為替換算調整勘定 ― ― △920
(*5)

合 計 32 100(*6) 3,200 合 計 32 100(*6) 3,200

(*6) 03年度ＣＲ
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２．タイム・テーブル

01年 02年 03年

12/31 12/31 12/31
80％ 80％

140円 ＡＲ130円 120円 ＡＲ110円 100円

＋80％ △20％

資 本 金 1,960 1,960 1,960
104 88

利益剰余金 1,120 1,250 1,360
26 22

△360 △376
為替換算調整勘定 ― △450(*3) △920(*5)

△90 △94
合 計 3,080 2,760(*7) 2,400(*11)

取 得 持 分 2,464 －480(*12)

取 得 原 価 2,884 －721(*13)

売却損益の取消 71(*14)

為替換算調整勘定の取崩 184(*15)

資本剰余金 △14

ＣＲ換算前のれん 420 △78(*8) 342 △66(*16) 276

(外貨建のれん償却額) (△0.6百万ドル) (△0.6百万ドル)

△54(*10) △42
為替換算調整勘定 ― △54(*10) △96(*18)

の れ ん 420 288(*9) 180(*17)

(外貨建のれん)( ３百万ドル) (2.4百万ドル) (1.8百万ドル)

(*7)(資本金14百万ドル＋利益剰余金９百万ドル)×02年度ＣＲ120円／ドル＝2,760

(*8) 外貨建のれん償却額0.6百万ドル×02年度ＡＲ130円／ドル＝78

(*9) 外貨建のれん02年度末残高2.4百万ドル×02年度ＣＲ120円／ドル＝288

(*10)288(*9)－(420－78(*8))＝△54

(*11)(資本金14百万ドル＋利益剰余金10百万ドル)×03年度ＣＲ100円／ドル＝2,400

(*12)T/T 資本合計2,400(*11)×売却比率20％＝売却した株式に対応する持分480

売却比率20％
(*13)個別上の取得原価2,884× ＝721

売却前持分比率80％

(*14)売却価額650－個別上の簿価721(*13)＝△71

売却比率20％
(*15)(△360＋△376)× ＝資本合計に係る分△184

売却前持分比率80％

(*16)外貨建のれん償却額0.6百万ドル×03年度ＡＲ110円／ドル＝66

(*17)外貨建のれん03年度末残高1.8百万ドル×03年度ＣＲ100円／ドル＝180

(*18)180(*17)－(420－78(*8)－66(*16))＝△96
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３．開始仕訳

(借) 資 本 金 1,960 (貸) 諸 資 産 2,884

(子 会 社 株 式)
利 益 剰 余 金 1,224(*19)

為 替 換 算 調 整 勘 定 36(*20)
の れ ん 288(*9)

非 支 配 株 主 持 分 552(*21)

(*19)T/T より，1,120＋26＋78(*8)＝1,224 又は，1,250－(104－78(*8))＝1,224

(*20)T/T より，△90－△54(*10)＝△36 又は，△450－(△360－54(*10))＝△36

(*21)T/T 資本合計2,760(*7)×Ｅ社非支配株主持分比率20％＝552

４．当期純利益の按分

(借) 非支配株主に帰属する当期純損益 22 (貸) 非 支 配 株 主 持 分 22

５．のれんの償却

(借) の れ ん 償 却 額 66(*16)(貸) の れ ん 66

６．のれんに係る為替換算調整勘定

(借) 為 替 換 算 調 整 勘 定 42 (貸) の れ ん 42

７．資本合計に係る為替換算調整勘定の按分

(借) 非 支 配 株 主 持 分 94 (貸) 為 替 換 算 調 整 勘 定 94
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８. 一部売却

(1) 個別上の仕訳

(借) 諸 資 産 650 (貸) 諸 資 産 721(*13)

(現 金 預 金) (子 会 社 株 式)

子 会 社 株 式 売 却 損 71(*14)

(2) 連結上あるべき仕訳

(借) 諸 資 産 650 (貸) 為 替 換 算 調 整 勘 定 184(*15)

(現 金 預 金)
非 支 配 株 主 持 分 480(*12)

資 本 剰 余 金 14(*22)

(*22)売却価額650－売却持分664(*23)＝△14

(*23)非支配株主持分増加額480(*12)＋184(*15)＝664

(3) 連結修正仕訳（(2)－(1)）

(借) 諸 資 産 721(*13)(貸) 為 替 換 算 調 整 勘 定 184(*15)

(子 会 社 株 式)
非 支 配 株 主 持 分 480(*12)

資 本 剰 余 金 14(*22)
子 会 社 株 式 売 却 損 71(*14)

(注) 子会社株式の一部売却等により親会社持分比率が減少した場合，資本合計に係る為替換算

調整勘定合計に係る為替換算調整勘定は取り崩され，「非支配株主持分」に含めて計上され

る。

また，一部売却において，売却分に係るのれんの取崩を行わないので，のれんに係る為替

換算調整勘定の取崩も行われない。したがって，一部売却によって取り崩される為替換算調

整勘定は資本合計に係る為替換算調整勘定のみである。

(注) 上記連結修正仕訳は以下の２つに分解して考えてもよい。

① 為替換算調整勘定の取崩

(借) 非 支 配 株 主 持 分 184 (貸) 為 替 換 算 調 整 勘 定 184(*15)

② 一部売却

(借) 諸 資 産 721(*13)(貸) 非 支 配 株 主 持 分 664(*23)

(子 会 社 株 式)
子 会 社 株 式 売 却 損 71(*14)

資 本 剰 余 金 14(*22)
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Ⅴ．解答数値の算定

ア．Ｐ社個別損益計算書の「子会社株式売却損益」の合計金額（売却益－売却損の金額）

Ｂ社株式売却益180－Ｅ社株式売却損71＝109

イ．開始仕訳による子会社株式の消去額

Ａ社株式2,000＋Ｂ社株式(870＋180)＋Ｄ社株式(200＋150)＋Ｅ社株式2,884＝6,284

(注) 「開始仕訳による」子会社株式の消去額であるため，03年度中の子会社株式の取得及び売

却については考慮しない点に注意すること。

ウ．商品甲に関する連結集団内部取引消去と未実現損益消去による

売上原価の修正額（増加額－減少額）

未実現損益の調整(20＋50)－相殺消去(1,800＋1980)＝△3,710

エ．商品甲の未実現損益消去に伴う非支配株主持分の減少額

Ａ社付加利益４＋Ｄ社付加利益(15＋３)＝22 又は，

アップT/T より，Ａ社T/T(４＋３)＋Ｄ社T/T 15＝22

オ．連結損益計算書の「のれん償却額」の金額

Ａ社T/T 80＋Ｂ社T/T 54＋Ｅ社T/T 66＝200

カ．連結損益計算書の「持分法による投資損失」の金額

Ｃ社T/T(60－48)＋土地に係る未実現損益の調整△30＝損失18

キ．連結損益計算書の「土地売却益」の金額：０

(注) Ｃ社は期中においては持分法であるため，Ｃ社個別損益計算書の土地売却益は連結されな

い。また，未実現損益の調整においても，土地売却益で調整されないため，解答数値はゼロ

となる。

ク．連結損益計算書の「段階取得に係る差益」の金額

Ｃ社T/T より，108

ケ．連結損益計算書の「社債償還損」の金額

社債簿価452－投資有価証券取得原価467＝損15

コ．連結損益計算書の「非支配株主に帰属する当期純利益」の金額

Ａ社T/T(40＋12)＋Ｂ社T/T 30＋Ｄ社T/T 60＋Ｅ社T/T 22

＋商品甲に係る未実現損益の調整{Ａ社付加利益△４＋Ｄ社付加利益(△15＋△３)}＝142

又は，Ａ社アップT/T(40＋12＋△３＋△４)＋Ｂ社T/T 30＋Ｄ社アップT/T(60＋△15)

＋Ｅ社T/T 22＝142

サ．連結株主資本等変動計算書の「連結除外に伴う利益剰余金減少高」の金額

Ｂ社T/T(180＋70－54×２年)－資本剰余金50－売却損益の修正75＝17

シ．連結貸借対照表の「商品甲」の金額

Ｐ社220＋Ｄ社100－未実現損益の調整(20＋50)＝250
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ス．連結貸借対照表の「土地」の金額

Ｐ社5,000＋Ａ社(1,000－評価差額200)＋Ｃ社(300＋評価差額150)＋Ｄ社300

＋Ｅ社1,000＝7,550

(注) Ｂ社は期末において支配を喪失しているため，Ｂ社個別貸借対照表の土地は連結されない。

また，Ｃ社は期末において連結子会社であるため，Ｃ社個別貸借対照表の土地は連結される。

セ．連結貸借対照表の「のれん」の金額

Ａ社T/T 240＋Ｃ社T/T 525＋Ｅ社T/T 180＝945

ソ．連結貸借対照表の「社債」の金額

Ｐ社社債(払込金額1,680＋償却原価法による償却額64×２年)

×外部保有分(１－Ａ社保有分25％)＝1,356

タ．連結貸借対照表の「資本剰余金」の金額

Ｐ社5,000＋Ｂ社T/T △50＋Ｅ社T/T △14＝4,936

(注) 支配を喪失して連結の範囲から除外する場合，子会社株式の追加取得及び一部売却等によ

って生じた資本剰余金は取り崩さず，引き続き連結上，資本剰余金として計上する。

チ．連結貸借対照表の「利益剰余金」の金額

Ｐ社5,000＋Ａ社T/T(80＋160＋48－80×２年)

＋Ｂ社T/T(180＋70－54×２年－売却損益の修正75)

＋Ｃ社T/T(60－48＋段階取得に係る差益108)＋Ｄ社T/T 80

＋Ｅ社T/T(104＋88－78－66＋売却損益の取消71)

－Ｂ社の連結除外に伴う利益剰余金減少高17

＋商品甲に係る未実現損益の調整{Ａ社付加利益(△20＋４)

＋Ｄ社付加利益(△50＋15＋３)}

＋社債償還損△15＋土地に係る未実現損益の調整(Ｃ社)△30＝5,404

又は，Ｐ社5,000

＋アップ・ストリーム反映後Ａ社T/T(80＋160＋48＋△12＋△16－80×２年)

＋Ｂ社T/T(180＋70－54×２年－売却損益の修正75)

＋Ｃ社T/T(60－48＋段階取得に係る差益108)

＋アップ・ストリーム反映後Ｄ社T/T(80＋△20）

＋Ｅ社T/T(104＋88－78－66＋売却損益の取消71)

－Ｂ社の連結除外に伴う利益剰余金減少高17

＋社債償還損△15＋土地に係る未実現損益の調整(Ｃ社)△30＝5,404

ツ．連結貸借対照表の「為替換算調整勘定」の金額

Ｅ社T/T(△360＋△376＋△54＋△42＋184)＝△648
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テ．連結貸借対照表の「非支配株主持分」の金額

Ａ社T/T 資本合計2,360×Ａ社非支配株主持分比率20％

＋Ｃ社T/T 資本合計2,050×Ｃ社非支配株主持分比率30％

＋Ｄ社T/T 資本合計700×Ｄ社非支配株主持分比率30％

＋Ｅ社T/T 資本合計2,400×Ｅ社非支配株主持分比率40％

＋商品甲に係る未実現損益の調整{Ａ社付加利益△４＋Ｄ社付加利益(△15＋△３)}

＝2,235

又は，アップ・ストリーム反映後Ａ社T/T 資本合計2,325×Ａ社非支配株主持分比率20％

＋Ｃ社T/T 資本合計2,050×Ｃ社非支配株主持分比率30％

＋アップ・ストリーム反映後Ｄ社T/T 資本合計650×Ｄ社非支配株主持分比率30％

＋Ｅ社T/T 資本合計2,400×Ｅ社非支配株主持分比率40％＝2,235
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【理論部分】

問題 2

問 1 について

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」及び「連結財務諸表に関する会計基準」

からの出題である。非支配株主持分が，返済義務のある負債ではないこと，親会社株主に帰属す

る部分である株主資本でないことに着目し答案を作成すればよいであろう。

［参 考］ 「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」32

「連結財務諸表に関する会計基準」55

問 2 について

「連結財務諸表に関する会計基準」及び「持分法会計に関する会計基準」等からの出題である。

連結処理と持分法処理には，連結財務諸表における連結対象科目が全科目か一科目かという違い

があることに着目し，それぞれの処理における，「親会社株主に帰属する当期純利益」の計算過

程を簡潔に示すことで答案を作成すればよいであろう。

［参 考］ 「持分法会計に関する実務指針」２

問 3 について

「後発事象に関する監査上の取扱い」からの出題である。開示後発事象の意義や目的に照らし

て，翌期以降の親会社の個別財務諸表に重要な影響を及ぼすこと，親会社の連結財務諸表には影

響を及ぼさないことを指摘すればよいであろう。

［参 考］ 「後発事象に関する監査上の取扱い」
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